
 

p. 1 
 

本庄市環境保全条例第１８条第２項に基づく意見（案）について 

 

○概要 

令和３年３月の環境審議会において審議していただいた意見書について、当

該事業者である(株)井田建設に令和３年３月３１日付けで送付しました。その

後、事業者より令和３年４月１２日付けで実施計画書が市に提出され、騒音及

び振動につきましては、騒音規制法及び振動規制法の基準に適応した計画内容

となっております。 

産業廃棄物処理施設の設置、処理業の許可につきましては、埼玉県が廃棄物

の処理及び清掃に関する法律に基づく許可を行いますが、本庄市といたしまし

ては地域の生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図るため、本庄市環境保全条

例第１８条第１項に基づき、事業者と廃棄物等処理事業協定を締結することと

なっております。 

この度、協定を締結するにあたり、事前に本庄市環境審議会の意見を聴くこ

とが同条例第１８条第２項で定められておりますので、市と事業者が締結する

協定の内容について、委員の皆さまのご意見を書面にていただくものでござい

ます。 

事務局が作成した協定書の案につきましては次ページをご覧ください。 

 

 

記 

 

事業者に送付した市の意見書の内容 

 

  ・騒音並びに振動は騒音規制法及び振動規制法をはじめとする関係法令の

基準を遵守するほか、周辺の環境に十分に配慮すること。 

 

  ・株式会社井田建設と本庄市は廃棄物等処理事業協定を締結すること。 
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廃 棄 物 等 処 理 事 業 協 定（案） 

 

 本庄市(以下「甲」という。）と株式会社井田建設（以下「乙」という。）は、乙

が本庄市都島字向河原５７０番２１、字中河原７３３番１、字下河原７３３番８、

新井字利根１０６０番２０２に設置する産業廃棄物処理施設において行う産業廃

棄物の収集運搬及び中間処理の業務に伴う周辺地域の環境を保全するため、次の

とおり廃棄物等処理事業協定（以下、協定という。）を締結する。 

 

(目的) 

第１条 この協定は、地域の生活環境の保全を図り、乙の業務に伴い公害が生じ

ることを未然に防止することを目的とする。 

 

(基本理念) 

第２条 乙は、産業廃棄物処理施設の操業にあたって地域の環境保全を第一義と

し、環境保全対策について万全を期するものとする。 

 

(環境保全施設の整備・改善) 

第３条 乙は常に環境保全施設の整備・改善に努めるとともに新技術の導入によ

り汚染物質等の減少を図り、地域の環境保全に努めるものとする。 

 

(環境保全対策) 

第４条 乙は環境を保全するため、次のとおり措置するものとする。 

（１） 破砕機等の粉じんが発生する施設については、大気汚染防止法をはじめ

とする関係法令の基準を遵守するほか、周辺の生活環境を損なわないよう

万全の措置を講ずること。 

（２） 乙の排出水の汚染状態の許容限度は、水質汚濁防止法第３条第１項に規

定する排水基準とする。ただし、ＢＯＤについては２５（日間平均２０）

㎎/l とする。排出する場合は、農作物等に影響を与えない水質に処理する

こと。 

（３） 騒音並びに振動は騒音規制法及び振動規制法をはじめとする関係法令の

基準を遵守するほか、周辺の生活環境を損なわないこと。 

（４） 悪臭は悪臭防止法をはじめとする関係法令の基準を遵守するほか周辺の

生活環境を損なわないこと。 

（５）  事業活動に伴って生じた廃棄物は自らの責任において適正に処理するこ
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と。 

（６） 環境保全対策を積極的かつ円滑に実施するため、環境保全担当機関を整

備すること。 

（７） 産業廃棄物の搬入および処理に関し、法令に違反する行為が生じないよ

う、乙の従業員及び事業関係者に対し、教育、指導その他必要な措置を講

ずること。 

 

(環境の整備) 

第５条 乙は、敷地内の環境整備に留意し、市の良好な景観形成のため、敷地内

の緑化及び景観の向上のための施策を講じるよう努めるものとする。 

 

(事故発生時の措置) 

第６条 乙は事故等により、環境が悪化し又はその恐れがある時は、直ちに応急

の措置をとるとともに、甲に状況を報告し甲がその状況に応じ、操業の全部又

は一部の停止等適切な措置を要請した時は、乙はこれに従う。 

２ 前項による環境悪化が発生した場合は、乙はその責任において必要な措置を

講ずるものとする。 

 

(苦情の処理) 

第７条 乙は操業に関連して環境を損なったことにより、苦情が発生した時は、

誠意をもってその解決に努めるものとする。 

 

(被害補償) 

第８条 乙は乙に起因する環境の悪化によって、人の健康及び生活環境等に被害

を生じた場合は、甲と協議のうえ補償しなければならない。 

 

(施設等の変更) 

第９条 乙は、この協定締結後、建物の新増設、環境保全に関する特定施設、そ

の他環境の悪化が発生する恐れのある施設の新増設を行う場合は、事前に甲と

協議する。 

 

(報告及び立入調査) 

第１０条 甲は、工場又は事業場等の環境保全措置について、乙に対し必要な報

告を求め、かつ環境担当職員の立入調査を行わせることができるとともに、必

要に応じて甲の職員立会いのうえ、地域住民代表の立ち入りを行わせることが

できる。 
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(その他) 

第１１条 この協定に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、その都

度甲と乙が協議して定めるものとする。 

 

 この協定の成立を証するため本書２通を作成し、甲及乙が記名押印して各自１

通を保有する。 

 

 

 

 

令和 ３年 月 日 

 

                             本庄市本庄３－５－３ 

                     甲   埼玉県本庄市 

                         本庄市長 吉田 信解  

 

 

                     乙 

 

 


